
Ⅰ　概況

　我が国の対外の貸借（いわゆる本邦対外資産負債残高）
は，外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）第
55条の９及び外国為替令（昭和55年政令第260号）第18条
の９の規定に基づき毎年12月末現在で作成され，暦年中の
国際収支とともに，翌年５月末までに財務大臣から内閣に
報告されている。
　令和２年末現在の対外の貸借は，令和３年５月25日の閣
議において報告され，閣議終了後対外公表された。
　国際収支状況が，一国（一経済圏）と他の経済圏との資
金の動き（資金フロー）を総括的に示すものであるのに対
し，本邦対外資産負債残高は，我が国の対外金融資産，負
債に係る貸借対照表であり，海外勘定の残高（ストック）
を表すものである。ここで示される期末の残高は，同期間

中に発生した金融取引のほか，為替相場の変動や株価・債
券価格等の変動を含む評価増減等の調整が反映されたもの
である。
　また本計数は，資産・負債に区分され，その差額がネッ
トポジション（純資産又は純負債）を示している。構成項
目は，基本的には国際収支状況の金融収支の項目と一致し
ており，その内訳項目も国際収支状況の項目区分に準じて
いる。
　以下，本稿では，令和２年末現在の我が国の対外資産負
債残高の状況について，説明する。

Ⅱ�　令和２年末現在の我が国の対外資産負債
残高の状況

⑴�　対外資産残高は，1,146兆1,260億円（前年末比＋55兆
5,770億円）となった。直接投資や証券投資の増加や居
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（注）2014年末より国際収支マニュアル第６版に準拠。
　　　2013年末以前の計数は可能な範囲において第６版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上基準が異なる。
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対外資産負債残高の動向（令和２年末)
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住者保有の外国証券の価格上昇等により，対外資産残高
は12年連続で増加した。

⑵�　また，対外負債残高は，789兆1,560億円（前年末比＋
55兆6,230億円）となった。証券投資の増加や非居住者
保有の本邦証券の価格上昇等により，対外負債残高は２
連続で増加した。

⑶�　上記の結果，対外資産残高から対外負債残高を差し引
いた対外純資産残高は，356兆9,700億円（前年末比▲
460億円）となった。対外負債の増加が対外資産の増加
を上回ったことから，対外純資産残高は３年ぶりに減少
した。

　�　なお，我が国の対外純資産の規模について，IMFが公
表しているIFS（International�Financial�Statistics）を用
いて各国と比較すると，平成３年末以降30年連続で世界
最大の対外純資産国となっている。
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本邦対外資産負債残高の推移 ����（単位：10億円）　
平成24年末 平成25年末 平成26年末 平成27年末 平成28年末 平成29年末 平成30年末 令和元年末 令和２年末

資 産 658,927 797,686 930,496 938,398 986,289 1,013,364 1,018,047 1,090,549 1,146,126
負 債 359,625 471,955 579,382 611,209 649,982 684,062 676,597 733,534 789,156
純 資 産 299,302 325,732 351,114 327,189 336,306 329,302 341,450 357,015 356,970

（注）その他は，非金融法人，家計及び対家計民間非営利団体を指す。�
　 �　平成26年末より国際収支マニュアル第６版に準拠。平成25年末以前の計数は可能な範囲において第６版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上
基準が異なる。

第１表　本邦対外資産負債残高（令和元年末と令和２年末残高比較）
（単位：10億円）

資　　　産 令和元年末 令和２年末 令和２年中増減 負　　　債 令和元年末 令和２年末 令和２年中増減
1．直　接　投　資 204,168 205,971 1,802 1．直　接　投　資 34,330 39,669 5,339
株 式 資 本 143,696 146,347 2,652 株 式 資 本 18,339 18,605 267
収 益 の 再 投 資 42,351 39,648 △2,703 収 益 の 再 投 資 7,812 7,722 △90
負 債 性 資 本 18,121 19,976 1,854 負 債 性 資 本 8,180 13,342 5,162

2．証　券　投　資 494,979 525,786 30,807 2．証　券　投　資 396,243 426,022 29,779
株式・投資ファンド持分 207,866 215,388 7,522 株式・投資ファンド持分 209,923 219,657 9,734
株 式 97,221 104,670 7,449 株 式 205,808 214,189 8,382
中 央 銀 行 14 13 △0
預 金 取 扱 機 関 532 774 242 預 金 取 扱 機 関 10,342 7,176 △3,167
一 般 政 府 7 18 11
そ の 他 金 融 機 関 91,457 97,646 6,189 そ の 他 金 融 機 関 9,926 7,823 △2,103
そ の 他 5,211 6,218 1,007 そ の 他 185,539 199,191 13,651

投 資 フ ァ ン ド 持 分 110,645 110,718 73 投 資 フ ァ ン ド 持 分 4,116 5,468 1,352
預 金 取 扱 機 関 18,727 13,292 △5,435
一 般 政 府 21 28 6
そ の 他 金 融 機 関 85,726 90,959 5,233 そ の 他 金 融 機 関 4,116 5,468 1,352
そ の 他 6,171 6,439 268 そ の 他 ― ― ―

債 券 287,113 310,398 23,285 債 券 186,320 206,365 20,045
中 長 期 債 283,715 306,318 22,602 中 長 期 債 118,281 117,051 △1,229
預 金 取 扱 機 関 91,733 95,204 3,471 預 金 取 扱 機 関 15,058 15,997 938
一 般 政 府 367 286 △80 一 般 政 府 92,858 89,326 △3,532
そ の 他 金 融 機 関 171,196 192,900 21,704 そ の 他 金 融 機 関 2,944 3,151 206
そ の 他 20,419 17,927 △2,493 そ の 他 7,420 8,578 1,158

短 期 債 3,398 4,081 683 短 期 債 68,039 89,314 21,274
預 金 取 扱 機 関 1,880 1,745 △135 預 金 取 扱 機 関 1,109 987 △122
一 般 政 府 1 ― △1 一 般 政 府 66,537 87,867 21,330
そ の 他 金 融 機 関 788 1,263 475 そ の 他 金 融 機 関 23 11 △12
そ の 他 729 1,073 344 そ の 他 370 449 79

3．金融派生商品 34,301 44,698 10,396 3．金融派生商品 33,305 42,349 9,044
預 金 取 扱 機 関 7,063 9,410 2,347 預 金 取 扱 機 関 7,315 9,292 1,976
一 般 政 府 10 14 3 一 般 政 府 14 10 △4
そ の 他 金 融 機 関 27,227 35,274 8,046 そ の 他 金 融 機 関 25,939 33,015 7,076
そ の 他 1 1 0 そ の 他 37 33 △4

4．そ の 他 投 資 212,579 225,458 12,879 4．そ の 他 投 資 269,656 281,116 11,460
持 分 15,226 17,721 2,495 持 分 1,059 1,173 115
現 ・ 預 金 17,805 19,330 1,525 現 ・ 預 金 49,483 44,595 △4,887

預 金 取 扱 機 関 5,966 6,448 482 中 央 銀 行 32,230 28,191 △4,039
一 般 政 府 8 6 △3 預 金 取 扱 機 関 17,253 16,404 △848
そ の 他 金 融 機 関 7,238 7,891 652
そ の 他 4,592 4,985 394

貸 付 140,312 141,498 1,185 借 入 182,113 196,045 13,932
［長 期］ 78,330 77,511 △819 ［長 期］ 11,141 11,895 754
［短 期］ 61,982 63,987 2,004 ［短 期］ 170,972 184,150 13,178

中 央 銀 行 ― ― ―
預 金 取 扱 機 関 76,281 74,361 △1,920 預 金 取 扱 機 関 102,385 105,955 3,570
一 般 政 府 22,330 22,825 495 一 般 政 府 ― ― ―
そ の 他 金 融 機 関 39,111 41,240 2,129 そ の 他 金 融 機 関 76,150 86,481 10,331
そ の 他 2,589 3,072 483 そ の 他 3,577 3,609 32

保 険 ・ 年 金 準 備 金 1,284 1,530 246 保 険 ・ 年 金 準 備 金 237 224 △14
そ の 他 金 融 機 関 1,220 1,462 242 そ の 他 金 融 機 関 237 224 △14
そ の 他 64 68 4

貿 易 信 用 ・ 前 払 8,531 8,307 △224 貿 易 信 用 ・ 前 払 2,816 2,509 △307
［長 期］ 1,500 1,680 179 ［長 期］ 21 27 6
［短 期］ 7,031 6,627 △404 ［短 期］ 2,795 2,482 △313
一 般 政 府 1,329 1,486 157
そ の 他 金 融 機 関 19 7 △12 そ の 他 金 融 機 関 ― ― ―
そ の 他 7,184 6,814 △369 そ の 他 2,816 2,509 △307

そ の 他 資 産 29,421 37,073 7,652 そ の 他 負 債 32,094 34,742 2,647
［長 期］ 8,899 12,361 3,462 ［長 期］ 471 344 △126
［短 期］ 20,522 24,712 4,190 ［短 期］ 31,624 34,397 2,774
預 金 取 扱 機 関 17,971 22,276 4,305 預 金 取 扱 機 関 18,603 16,157 △2,447
一 般 政 府 329 356 27 一 般 政 府 419 346 △73
そ の 他 金 融 機 関 8,515 10,517 2,002 そ の 他 金 融 機 関 12,454 17,199 4,745
そ の 他 2,605 3,924 1,318 そ の 他 618 1,040 422

特 別 引 出 権（SDR） 1,854 1,828 △27
5．外　貨　準　備 144,521 144,214 △308

貨 幣 用 金 4,090 4,807 718
特別引出権（ＳＤＲ） 2,093 2,088 △5
ＩＭＦリザーブポジション 1,223 1,565 342
そ の 他 外 貨 準 備 137,116 135,753 △1,362

資 � 産 � 合 � 計 1,090,549 1,146,126 55,577 負 � 債 � 合 � 計 733,534 789,156 55,623
純 � 資 � 産 � 合 � 計 357,015 356,970 △46
中央銀行及び一般政府 △17,894 △31,217 △13,323
中央銀行及び一般政府以外 374,909 388,186 13,277
預 金 取 扱 機 関 48,898 52,452 3,554
そ の 他 金 融 機 関 303,872 330,343 26,471
そ の 他 22,139 5,391 △16,748
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第２表　本邦対外資産負債残高増減要因（試算）
（単位：10億円）

資����������産 負����������債

項　　目 元年末
残高

２年末
残高

前年末
比増減 項　　目 元年末

残高
２年末
残高

前年末
比増減

取　引
フロー

為替相
場変動

その他
調　整

取　引
フロー

為替相
場変動

その他
調　整

1．�直 接 投 資 204,168 205,971 1,802 18,317 △5,038 △11,477 1．�直 接 投 資 34,330 39,669 5,339 7,058 △96 △1,623

2．�証 券 投 資 494,979 525,786 30,807 17,150 △14,936 28,593 2．�証 券 投 資 396,243 426,022 29,779 12,916 △1,276 18,139

株 式 ・ 投 資
ファンド持分

207,866 215,388 7,522 △4,252 △6,111 17,885 株 式 ・ 投 資
ファンド持分

209,923 219,657 9,734 △8,696 △0 18,430

株 式 97,221 104,670 7,449 △5,064 △4,307 16,820 株 式 205,808 214,189 8,382 △7,999 △0 16,381

投資ファン
ド持分

110,645 110,718 73 812 △1,804 1,065 投資ファン
ド持分

4,116 5,468 1,352 △697 － 2,049

債 券 287,113 310,398 23,285 21,402 △8,825 10,708 債 券 186,320 206,365 20,045 21,612 △1,275 △292

中 長 期 債 283,715 306,318 22,602 20,376 △8,709 10,936 中 長 期 債 118,281 117,051 △1,229 376 △1,215 △390

短 期 債 3,398 4,081 683 1,027 △116 △228 短 期 債 68,039 89,314 21,274 21,236 △60 99

3．�金融派生商品 34,301 44,698 10,396 △67,061 △1 77,459 3．�金融派生商品 33,305 42,349 9,044 △67,928 － 76,972

4．�そ の 他 投 資 212,579 225,458 12,879 17,218 △5,972 1,634 4．�そ の 他 投 資 269,656 281,116 11,460 19,379 △7,519 △400

持 分 15,226 17,721 2,495 2,536 △41 0 持 分 1,059 1,173 115 115 － －

現 ･ 預 金 17,805 19,330 1,525 1,568 △373 330 現 ･ 預 金 49,483 44,595 △4,887 △4,501 △415 29

貸 付 140,312 141,498 1,185 4,011 △3,695 870 借 入 182,113 196,045 13,932 18,122 △5,476 1,286

保険・年金準
備金

1,284 1,530 246 246 － 0 保険・年金準
備金

237 224 △14 △14 － 0

貿易信用・前払 8,531 8,307 △224 130 △231 △122 貿易信用・前払 2,816 2,509 △307 283 △106 △484

そ の 他 資 産 29,421 37,073 7,652 8,726 △1,631 556 そ の 他 負 債 32,094 34,742 2,647 5,374 △1,495 △1,232

5．�外 貨 準 備 144,521 144,214 △308 1,198 △5,858 4,352 特 別 引 出 権
（ Ｓ Ｄ Ｒ ）

1,854 1,828 △27 － △27 －

資 産 合 計 1,090,549 1,146,126 55,577 △13,179 △31,806 100,561 負 債 合 計 733,534 789,156 55,623 △28,574 △8,890 93,087

参考：金融派生商品調
整後の増減計数

54,749 △31,806 23,589 参考：金融派生商品調
整後の増減計数

39,354 △8,890 16,115

純 資 産 合 計 357,015 356,970 △46 15,395 △22,915 7,474

 （注）１．四捨五入のため，合計に合わないことがある。
　　　２．令和元年末時点における対外資産1,097.7兆円のうち806.5兆円が外貨建て資産，同じく対外負債733.2兆円のうち161.0兆円が外貨建て負債である。
　　　３．「その他調整｣ には，株価・債券価格等の変動に伴う増減のほか，フロー統計（国際収支統計）との作成方法の相違による増減等が反映されている。
　　　４．「参考：金融派生商品調整後の増減計数」欄には，金融派生商品に係る計数について，資産から負債を控除したネットの計数を資産側に計上している。
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第３表　主要国の対外純資産（IFS掲載ベース）
（単位：百万ドル）

1990年末 ドイツ 日本 スイス オランダ ベルギー
（平成2年末） 334,268 327,500 195,446 69,419 8,990
1991年末 日本 ドイツ スイス オランダ ベルギー

（平成3年末） 379,377 310,551 212,654 70,022 17,207
1992年末 日本 ドイツ スイス オランダ ベルギー

（平成4年末） 514,253 261,679 212,149 58,406 22,612
1993年末 日本 スイス ドイツ オランダ 英国

（平成5年末） 615,315 217,762 203,812 62,218 43,837
1994年末 日本 スイス ドイツ ベルギー 英国

（平成6年末） 669,872 243,331 193,582 37,159 35,244
1995年末 日本 スイス ドイツ オランダ ベルギー

（平成7年末） 817,582 267,948 127,360 64,121 47,230
1996年末 日本 スイス ドイツ ベルギー フランス

（平成8年末） 891,025 303,829 87,795 66,266 42,240
1997年末 日本 スイス フランス ドイツ ベルギー

（平成9年末） 958,733 275,612 153,839 84,203 79,280
1998年末 日本 スイス フランス ベルギー ノルウェー

（平成10年末） 1,153,635 324,245 131,245 98,271 13,453
1999年末 日本 スイス ベルギー ドイツ ノルウェー

（平成11年末） 829,119 334,116 144,372 64,031 19,283
2000年末 日本 スイス 香港 ベルギー ロシア

（平成12年末） 1,157,933 308,210 220,566 141,701 70,133
2001年末 日本 スイス 香港 ドイツ ベルギー

（平成13年末） 1,360,082 349,655 262,505 125,344 117,926
2002年末 日本 スイス 香港 シンガポール フランス

（平成14年末） 1,462,160 412,617 342,941 130,237 114,577
2003年末 日本 スイス 香港 シンガポール ベルギー

（平成15年末） 1,613,625 448,293 397,577 224,834 126,944
2004年末 日本 スイス 香港 シンガポール 中国（大陸）

（平成16年末） 1,784,482 493,775 425,789 253,375 240,419
2005年末 日本 スイス 香港 ドイツ 中国（大陸）

（平成17年末） 1,531,754 458,393 448,326 360,693 356,829
2006年末 日本 ドイツ 香港 中国（大陸） スイス

（平成18年末） 1,808,167 621,252 528,497 518,259 489,398
2007年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成19年末） 2,194,949 952,001 693,214 657,023 491,877
2008年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 スイス

（平成20年末） 2,489,372 1,392,197 646,826 632,216 611,120
2009年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 スイス

（平成21年末） 2,916,476 1,293,397 884,970 735,247 666,285
2010年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成22年末） 3,150,373 1,478,292 884,156 744,321 665,138
2011年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成23年末） 3,419,240 1,534,790 811,397 792,792 711,210
2012年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成24年末） 3,458,136 1,678,075 1,038,664 744,626 721,473
2013年末 日本 中国（大陸） ドイツ サウジアラビア 香港

（平成25年末） 3,093,319 1,818,365 1,344,198 763,167 757,979
2014年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 サウジアラビア

（平成26年末） 2,910,483 1,610,312 1,449,319 870,191 791,577
2015年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 ノルウェー

（平成27年末） 2,715,205 1,698,871 1,535,067 1,003,128 698,490
2016年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 ノルウェー

（平成28年末） 2,879,243 1,984,890 1,696,806 1,153,824 735,997
2017年末 日本 ドイツ 中国（大陸） 香港 ノルウェー

（平成29年末） 2,916,644 2,202,532 2,065,230 1,421,161 883,308
2018年末 日本 ドイツ 中国（大陸） 香港 ノルウェー

（平成30年末） 3,080,381 2,423,723 2,107,502 1,282,531 801,578
2019年末 日本 ドイツ 中国（大陸） 香港 ノルウェー

（令和元年末） 3,270,456 2,784,254 2,299,588 1,579,192 997,138
2020年末 日本 ドイツ 香港 中国（大陸） ノルウェー

（令和2年末） 3,440,840 3,128,132 2,152,768 2,150,252 1,146,159
【出典：IMF�IFS(International�Financial�Statistics)】
※シンガポールは2001年から，中国（大陸）は2004年から，サウジアラビアは2007年からデータ掲載。
　なお，90年代は当該計数が掲載されている国数が少ない点に留意。
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